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１．研究計画の概要 
本研究は、非経済的価値の国際的相違が
生じる背景や原因を明らかにし、そこか
ら生じる国際間の利害対立を克服しつ
つ、より豊かな国民経済を達成するため
の貿易体制の構築と維持について新し
い視点から分析を行う。特に、本研究は
以下の 3つの課題について研究を進める。 
(1)グローバリゼーション下における新
しい企業行動の分析と政策分析を行う。 
①公共利益を踏まえた公企業と私的利
益追求企業が混在するような開放経済
において環境・貿易・産業政策がもつ経
済効果を分析する。  
②企業の直接投資行動のさまざまな側
面に関して、経営への部分的参画やその
他の新しい動向を踏まえて、理論的な考
察を行う。 
(2)非経済的価値の国際的相違とその下
での貿易体制の分析を行う。 
①グローバリゼーション下で、労働基準
の国際的差異が国際貿易、資本移動、移
民、技術移転などへ与える影響を分析す
るとともに、統一的な国際的労働基準の
導入の効果などについても分析する。  
②移行経済下で、環境保全に関する効果
的規制が及ばないような部門が存在す
るときの環境政策設計について分析す
る。 
(3)新しい貿易体制構築のための交渉お
よびその体制の維持に関する分析を行
う。 
①国際貿易・直接投資、環境問題や労働
基準等、国際間で利害が対立しがちな問

題について、モラルに訴える国際協力体
制の構築とその維持に関して分析する。 
②痛みを伴う重要な政策が、民主国家で
先延ばしされるのはよく観察されるこ
とであり、このような状況下で、如何に
国際協調を進めていくかを理論的に解
明する。 
 
 
２．研究の進捗状況 
これまで本研究の各課題に関して次の
ような結果を得ている。  
(1) グローバリゼーション下における
新しい企業行動の分析と政策分析では
次のような結果を得ている。 
①移行経済や地域統合が進められる地
域において各自治体や各国政府が育
成・維持する公企業間に自由な競争を認
めることが社会全体に厚生悪化をもた
らすメカニズムを明らかにした。  
②為替レートの変動が企業の直接投資
行動やその結果として生じる利潤に与
える影響について分析し、本社のある国
の通貨が安くなっても利益が減る場合
があることを示した。  
(2) 非経済的価値の国際的相違とその
下での貿易体制の分析では次のような
結果を得ている。 
①南北間の企業間競争を想定し、政府の
労働基準政策を労働組合の交渉力とみ
なすようなモデルを構築し、労働組合が
雇用指向の場合に労働基準の最適レベ
ルがより高いこと、また、自由貿易の下
で労働基準がより高いレベルになるこ
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とが示された。  
(3) 新しい貿易体制構築のための交渉
およびその体制の維持に関する分析で
は次のような結果を得ている。  
①複数の政党間で政権が入れ替わる民
主政治では、政権党が時間非整合的な利
得構造を持ち、便益が将来にわたり持続
するようなプロジェクトは先延ばしさ
れる傾向がある。しかし、プロジェクト
が分割可能なときには、徐々にプロジェ
クトを遂行していくことにより時間非
整合性を克服できることを理論的に示
した。  
②地球環境といった公共財の供給問題
におけるフリーライダー問題について
研究を進め、自発的公共財供給問題にお
ける扱いやすい新たな解コンセプトで
ある free-riding-proof core を提唱し、
その性質を理論的に解明した。  
 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
(理由) 
本研究は３つの主要な課題を設定して
いるが、それぞれの課題についてこれま
でに一定の成果を得ている。第１の「グ
ローバリゼーション下における新しい
企業行動の分析と政策分析」では、主に
研究分担者の清野と石川によって分析
が行われ、すでに本課題に関する論文も
公刊されている。第２の「非経済的価値
の国際的相違とその下での貿易体制の
分析」では、主に研究代表者・阿部と研
究分担者の趙によって分析が行われ、本
課題に関する公刊論文があり、また未公
刊の論文も完成している。第３の「非経
済的価値の国際的相違とその下での貿
易体制の分析」は、主に研究分担者の古
沢によって行われ、すでに本課題に関す
る論文が公刊されている。 
 
 
４．今後の研究の推進方策 
これまでは個々の課題について、それぞ
れの担当の課題に関する研究を中心に
行ってきたが、今後は各課題のこれまで
の研究成果を踏まえて、それぞれの結果
を融合させて総合的な研究成果が得ら
れるように進めていく予定である。たと
えば環境と貿易体制に関する問題など
は、個々の課題の間で共通する問題とな
っており、研究代表者と研究分担者間や
研究分担者間の議論をより積極的に行
い、研究の最終の取りまとめに向けた取
り組みを行う予定である。  
 

 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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